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２、多摩緑成会整育園	 ３、北海道整肢学院	 ４、宮城県立肢体不自由児施設	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馬県立整肢療護園	 ６、静岡県立療護園	 ７、愛知県立整肢療育園	 ８、東大寺整肢園
























































































































大学が開設されていった。1963－1980 年には 22 校であったが、1981－1983 年の短期間
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これを基本方針として我が国が推進する医療制度改革関連法（06 年６月 21 日公布）は



























































































































☆理学療法士	 	 1975（昭50）年＝11校(200人)	 、1980（昭55）年＝22校(435人)	 、1985
（昭60)	 年＝43校(980人)	 、1990	 (平２）年＝48校(1,115人)	 ､	 1995	 (平７）年＝80
校(2,640人)	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 (平11)	 年＝107	 校(3,631人)	 、2000	 (平12)	 年＝118	 校(4,231
人)	 、01	 (平13)	 年＝134	 校(4,964人)	 、02	 (平14)	 年＝153	 校(6,249人)	 
☆作業療法士	 	 1975	 (昭50)	 年＝５校(100人)	 、1980	 (昭55)	 年＝13校(270人)	 、198
5（昭60)	 年＝28校(585人)	 、1990	 (平２）年＝33校(700人)	 ､	 1995	 (平７）年＝58校
(1,690人)	 、1999	 (平11)	 年＝97校(3,113人)	 、2000	 (平12)	 年＝107	 校(3,593人）、
01	 (平13)	 年＝122	 校(4,283人)	 、02	 (平14)	 年＝136	 校(5,096人)	 
☆言語聴覚士	 	 1999	 (平11)	 年＝27校(920人)	 、2000	 (平12)	 年＝32校(1,125人)	 、01































































































































































































































































































6012)。	 	 	 
２）熊日（06年７月21日）朝刊、社説。	 









10）佐口	 	 卓『医療の社会化』（1964年、勁草書房）127頁。	 
11）河野正輝「権利擁護の構築」、熊本学園大研究会記録（04年度第二回）118頁。	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「理学療法士及び作業療法士法」(昭和40・６・29	 法律137	 第２条３－４)がある。	 
その点、米国・オーストラリア・ヨーロッパ諸国などの医療先進国では、医療におけ
る専門職の自律性が極めて高く、様々な分野で独立して活躍している。わが国でも、医
師不足と医療崩壊を機に、何でもかんでも医師の指示待ちという医療制度を見直す動き
が出てきた。（略）自律能力を備えた専門職の活動の場が広がっていくことが望ましい」
５）と述べている。	 
	 もともと2006年以降の診療報酬改定において、リハビリテーション維持期に関しては、
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速やかに介護保険に移行して継続すべきと通達されていたものの、そうした基盤整備が
遅れてのスタートであったのである。したがって維持期リハビリテーションのマンパワ
ーとしては、少ない専門職で多くの利用者に対応していく構造となってサービス給付の
提供体系が確立されていったといえよう。	 
厚生労働省としては2008年７～11月にかけて「安心と希望の介護ビジョン」の報告書
で「高齢者が住みなれた自宅や地域で住み続けるための介護の質の向上」を取り上げて、
良質なサービス提供の方向性だけは示していたのであった。	 
	 要するに我が国の高齢化の進みは、厚生労働省が2007年４月の都道府県会議で、医療
政策検討の方向性として「全国約1000万人に倍増する」と発表して注目されたが、その
推計は、すでに2013年度で、在宅介護を受ける高齢者等は「現在の1.4倍、463万人に増
える」という予測を取り上げて、在宅介護・医療の拡充方向を具体化してうち上げた。	 
(2)長寿を全うできる地域構築プラン	 
報道によると、政府の社会保障制度改革国民会議が平成25年４月の論点整理で、「軽
度の高齢者は介護保険給付から市町村事業に移行し、ボランティア、ＮＰＯなども活用
して柔軟、効率的に実施すべきだと提案している」とあった。厚生労働省調べで2012年1
2月末現在の介護認定７段階のうち要支援１、要支援２の認定者数は約150万人、全体の
介護費用に占める割合は５％程度と発表されているものの重度者向けサービス財源を確
保するには、「要支援者のその給付内容や方法を見直す必要があると判断した」と政府
発表は取り上げている。厚生労働省は平成12年４月から、要支援者などへのサービスを
市町村が選択して提供できる事業を開始しており、平成12年度は27自治体が導入してい
るという。だから「費用抑制などのメリットが期待できる」と政府は着眼してきたので
あろうと報道は伝えるにいたっている。	 
	 我が国の高齢化率が一貫して上昇を続けて平成24年10月１日現在で26.4％、高齢者数
約47万7000人（総人口の４人に１人が65歳以上、その半数以上が75歳以上）という状況
を伝えるなかで、熊本県では新たな高齢者福祉計画・介護保険事業支援計画『長寿・安
心・くまもとプラン』を策定して発表し、自立して長寿を全うすることのできる熊本の
実現を目指して各種施策に取り組んでいる。	 
	 平成25年３月にまとめた同プランは平成24年～平成26年度へ「自立して長寿を全うす
ることのできる熊本を目指す」とした重点目標と主要施策集である。こうした自治体の
目指す姿は全国的な基本理念の策定集として広がり、担い手たる地域住民の取り組みを
全国的に活気付けていくだろう。	 
熊本県が今回、まとめあげた“計画の目指す姿”は、どれも関心を引いているが、そ
れら基本理念のなかでひときわ注目させたのは「地域包括ケアの実現」を目指した地域
構築のプランであった。	 
	 こうして地域に生まれてきた新しい動向を「障害者権利条約」の視点からみるとき、
高齢化社会の進行における地域づくりの課題、変貌を見落としてはならないと思う。	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 しかも熊本市のこの事例で痛感されるのは、その問題化した時点である。	 
	 第１回の委託運営が更新される終末にきて、しかも新聞投稿が初めて自治体の腰を上
げさせたのではないかと考えるとき、当のセンター運営に関しては設置機関の運営協議
会の存在がある。ここでは問題化しなかったのであろうか。その疑問である。センター
の公正中立は、その仕組みが法制で定められているはずである。	 
	 
	 
むすび	 
在宅療養支援診療所が創設されたのは、たしか平成18年の診療報酬改定であった。い
よいよ施設から在宅への流れができつつある方向性を少しばかり実感した次第であった。
在宅療養患者の求めに応じて、24時間往診等に対応できる体制に係る評価を充実させる
ため「在宅診療支援診療所という新たな施設基準を作って、診療報酬上で高い評価をし
たという厚生労働省保険局の担当官の講話などが当時、関係誌等に取り上げられていた
記憶がある。	 
	 当局が目指していたのは、医療の必要性の低い患者に対しては、大幅な診療報酬点数
の引き下げを断行して、“社会的入院”と言われる介護系の施設などの医療需要に対応
したいという新手の発想の話題には関心を引かれた。だが、患者の求めに応じて24時間
往診による在宅医療がどう展開していくか、そうした診療所の取り組みが広がるかどう
か、さほど期待は持てなかった。	 
	 ところが熊本県の事例で、注目すべき話題が報道されたのである。熊本市の医師29人
が「熊本在宅ドクターネット」を結成して、相互協力しながら在宅医療に取り組んでい
るというニュースであった。事務局担当の開業医の話によると「平成20年３月にスター
トしたが、中央から医大教授を熊本市招いて、がん患者が退院し在宅に移行する際の支
援方法など学んでいる」という熱心さ。「患者さんが在宅医療を受けたくても、往診す
る開業医が少ない。見つからないと病院から自宅に退院できない、そんな患者さんをな
くしたかった」ということでの取り組みらしい。	 
	 在宅医療に移行したい患者さん支援のこうした診療所の広がりは、すでに全国13,000
診療所を超えてきたという情報がある。「生活のなかでの医療を柱にしてきた開業医の
広がり」である。	 
	 リハビリテーション専門職のなかにも、「生活の中でのリハビリ」を目指している専
門職は多いときくが、その流れをつくるのは行政である。	 
関連法改正の後れ	 
最後に整理しておきたいのは、この「地域包括ケアシステム」が脚光を浴びてきた時
代に、介護保険におけるリハビリテーションはどう成長していくのか、という方向性の
展望である。	 
	 06年の診療報酬・介護報酬、二つの保険同時見直しの大改定以来７年余を経て、その
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流れはかなり見えてきた。既存の関連法改正の動向をまず考えてみながら、取り上げた
い論点は３つある。(1)維持期リハビリテーションは医療サービスか。(2)その展開につ
いては二つの保険給付の連携強化は困難ではないか。(3)新たな地域づくりを目指しての
両保険の格差是正はどう進むのか。	 
	 急性期から回復期までのリハビリテーションは医療保険で対応し、維持期は介護保険
が中心となって対応するという取り決めが制度化したが、その維持期リハビリテーショ
ン実施は保険医療機関についても介護保険の指定事業所とみなされている（指定申請は
不要）ため、医療リハ終了によって、その医療機関が次の介護保険リハビリを担当する
仕組みとなっていることは前述した通り。したがって第３ステージの介護保険リハビリ
は同様に医師の指示のもと専門職（ＰＴ、ＯＴ、ＳＴ）が担当するわけである。つまり、
ここまでは医療保険、このあとは介護保険となるアプローチ。したがって、「理学療法
士及び作業療法士法」（昭和40.６.29	 法律137号）により「医師の指示の下」（第２条）
の業務である。まるごとすべて「医師の指示の下」、独立した部分はないＰＴ、ＯＴた
ちは独自の領域は持たない活動である。	 
したがって、介護保険リハビリテーションを担当し、在宅訪問リハビリで利用者を訪
ねてどこまで活動できるのか疑問になってくる。在宅におけるリハビリテーションは、
生活の再建への援助だから、診療の補助だけではすまない。これまでセラピストが在宅
訪問で培ってきた技術を、その家の環境の中で、安全で現実的な日常生活の自立へ向け
た本人の動作への働きかけ、障害を最小限にとどめるための環境整備や道具の選定・適
合、または外出へ向けての動線の確保とか。家族に対する介助方法の指導など、これら
は医師の診療補助ではない独自の能力となっている。	 
	 そして、指示する医師には、リハビリテーション医学講座を履修しているか、いない
か、その関心が強いわけである。	 
	 以上はセラピストが独自の能力、勉強をどう現場で生かしているかを考えただけでも、
既存の関連法改正はどう進んでいるかが関心事となってくるのである。介護保険におけ
るリハビリテーションが背負ってきた問題は、まず行政の対応が視点となって注目され
ていることを棚上げにしないでほしい。	 
	 
	 
	 
注	 
１）『総合リハビリテーション』（第40巻第５号、2012年５月号）434頁。	 
２）医療保険及び介護保険におけるリハビリテーションの見直し及び連携の強化について（厚生
労働省老健局老人保健課長（平成18年12月25日）。	 
３）「高齢者関係資料集」（平成25年３月、熊本県健康福祉部発行）77頁。	 
４）『高齢者リハビリテーションのあるべき方向』（平成16年１月）「わが国における高齢者リハビ
リテーションの歩み」、６頁。	 
５）『ＰＴジャーナル』Vol.44.No.1（2010年１月号）22頁、「これからの理学療法（期待する領域
と能力）」葛原茂樹（医師）。	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